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研究成果の概要：不登校児の親の会では、経験知が何よりも重視されている。参加者は各

人の経験談から不登校に付随する様々な困難への対処法を読み取り、それを参考に今後の

指針を模索していた。他方で親の会では不登校に関する専門的な知識も使用されていた。

ただし、その内容や活用方法は、各会の性格や会への参加時期によって異なる。これらの

違いは、現代社会の心理主義化と、不登校経験者を対象とした進路が整備されるマクロな

状況変化を反映していた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 1,200,000 0 1,200,000 

2007年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008年度 600,000 180,000 780,000 

年度    

  年度    

総 計 2,900,000 180,000 3,080,000 

 
 
研究分野：教育社会学 
科研費の分科・細目：教育学・教育社会学 
キーワード：不登校、自助グループ、親の会、ペダゴジー、バーンスティン 
 
１．研究開始当初の背景 
 
(1)社会的な背景 
 
 コミュニティ・スクールの設立や学校選択
制度など、保護者や地域住民の意向を取り込
む制度の拡充が進むなかで、より良い教育サ
ービスを求める「家族の声」が学校教育に与
える影響は以前よりも強まっている。 
 学校外の動向に目を転じると、教育系 NPO
をはじめとする様々な組織による活動が一
層の展開を見せている。そこでは従来の公教

育制度では充分に果たすことができなった
新しいニーズの掘り起こしやそれをふまえ
た提言活動が行われ、なかには学校教育との
連携を試みる事例も見受けられる。 
 急速に増加しつつあるこれらの組織の特
質を把握・分析することは、①学校教育が充
分に考慮してこなかったニーズを明確にし、
適切な対応を見いだす、②学校と外部機関と
の連携を多様なものとし、地域の教育資源の
さらなる活用をはかるために不可欠である。 
 
 上記の問題意識に基づき、本研究では、不
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登校児の家族を主たるメンバーとして構成
された自助グループ（以下「親の会」）を対
象にした調査研究を実施した。 
 
(2)「親の会」に着目した理由 
 
 さまざまな団体があるなかで、「親の会」
を対象に選択した理由は３つある。 
 

 ①「学校を経由して社会に出る」ことが
常態となった社会において、「学校に
行かない・行けない」出来事は、家
族にとって切実な問題である。不登
校児と向き合う過程で「学校に行く
こと」を家族がどのように把握し、
意味づけるのかが明確になる。 

   「親の会」の活動に着目することで、
学校教育への家族の期待や要望を明
確に把握できると考えた。 

 
 ②教育系の団体・組織においては、家族

のニーズを「代弁」するだけでなく、
保護者自身が活動の主体として参加
するケースも少なくない。「親の会」
はこのような性格をもつ組織の一つ
である。 

   「親の会」の調査は、教育系の組織
の特質や学校との関係のあり方を把
握するだけでなく、利害当事者であ
る個々の家庭の声に耳を傾けること
にもつながる。さらに、個別の家族
の声が集約される社会過程を解明す
ることは、学校教育に対する家族の
ニーズに対する制度的な対応を構想
するためにも欠かせない。 

 
 ③「親の会」の一部には、医師や弁護士、

ケースワーカーなど、領域横断的な
専門職のネットワークを形成する役
割を果たす会がある。不登校に対す
る支援策として、専門家ネットワー
クの拡充が提起されているが、親の
会を調査することで、問題解決を志
向する専門家ネットワークが有効に
機能する条件を探ることができる。 

 
 
２．研究の目的 
 
(1)本研究が明らかにしたいこと 
 
 本研究は、不登校児家族の自助グループ
（「親の会」）、行政やＮＰＯによる不登校支
援機関、医療機関などを対象に調査を実施し、
以下の三点を明らかにする。 
 
 ①不登校に関する知識の生産と配分のあ

り方、 
 
 ②不登校言説・実践が生起する「場」にお

ける知識の再文脈化過程のあり方、 
 
 ③不登校に関する知識の伝達／獲得過程

と、そのことを通じた家族アイデンティ
ティ形成の諸相。 

 
 これらの解明を通して、不登校をはじめと
する家族の教育をめぐる諸問題について、従
来の学校教育では考慮されることがなかっ
たニーズを把握すること、また、これらの問
題に適切に対処するための当事者同士の、あ
るいは専門家と当事者との社会的なネット
ワークを有効活用する手だてを探ることが、
本研究の目指すところである。 
 
 
(2)本研究の分析視角 
 
 上述した研究課題の背景をなす本研究の
分析視角は、英国の教育社会学者、バジル・
バ ー ン ス テ ィ ン の ＜ 教 育 ＞ コ ー ド
(pedagogic code）論＜教育＞装置（pedagogic 
device）論である。 
 従来の社会学的な自助グループ研究では、
共有された知識を参加者が学習するプロセ
スが強調されていた。そのために、専門家の
知識とローカルな知識との関係や、相対的に
知識を多く有するメンバーが、そうでないメ
ンバーに対して知識を伝達するという「教育
的な関係」については充分に論じられていな
い。 
 バーンスティンが提起するペダゴジーの
社会学理論は、これまでの研究で看過されが
ちであった局面を分析するための有効な視
座を提供するものであり、本研究がかれの議
論に依拠する理由はそこにある。 
 
(3)本研究の特徴と独創性 
  
 最後に、既存の不登校研究との対比のなか
で、本研究が掲げる目的を果たした際に得ら
れる知見の独創性について述べたい。 
 
 従来の社会学的な不登校研究は、不登校を
社会問題として捉える主張の内容とその担
い手の把握に重点を置き、不登校に関する特
定の主張やその担い手が生成されるプロセ
スや、それらに専門家の知識が与える影響に
ついては十分に議論されていない。 
 また、これまでの研究は主として大規模な
統計調査や言説研究を通じて、マクロレベル
で不登校現象の特質やそれに対する意味づ
けのあり方を描き出す一方で、ミクロな相互
作用場面で特定の言説や実践が実際に伝達



される過程や、人々がこれらの言説や実践を
用いて、アイデンティティやライフスタイル
を構成する様相は捨象されがちであった。 
 
 これらの先行研究に対して、本研究が有す
る特色・独創性は、①不登校をめぐる言説と
実践を、知識の生産・再文脈化・伝達（獲得）
という観点から分析する点、②言説や実践が
生成される場に焦点をあて、場への参加者が
言説や実践を再領有する様相を描き出す点、
の２点である。 
 
 
３．研究の方法 
 
 以上に示した課題を探求するために、本研
究では次のような方法で研究を進めること
にした。 
 
(1) 不登校に関する行政機関、専門家、マス

メディアの言説の収集・分析 
 
 不登校問題をめぐって産出された専門家
の知識の特徴を明らかにし、これらの知識が
メディアによってどのように流布されるの
か、不登校に対する行政的な対応策にいかな
る影響を与えるのかについて検討した。 
 心理学・医学領域については既に網羅的な
レビューが存在する。それを参考にしながら
心理学・医学関連言説の動向を追った。また、
「不登校は『心の問題』である」という言説
が出現した以前の問題構成を把握するため
に、戦後初期長期欠席児童生徒に関する調査
や事例報告も検討する。 
  
 
(2) 不登校に関する文部（科学）行政の基本

方針の分析 
 
 上記の結果をふまえつつ、1992 年と 2002
年に組織された文部科学省（旧文部省）の二
つの「調査研究協力者会議」の内容と最終報
告を比較・検討する。そこでは「心の問題」
と「進路の問題」が相互に連関しつつ、教育
領域の心理主義化が独自の展開を遂げる様
相が分析されることになる。 
 
 
(2) 親の会を対象とした参与観察・インタ

ビュー調査 
 
 東北地方、関東地方、関西地方の３地域で
活動する５つの親の会を対象にした参与観
察・インタビュー調査を実施する。 
 東北地方で活動する親の会は、適応指導教
室に通う子どもたちの保護者が設立に関わ
っており、現在は自主的に活動しているが、

適応指導教室のスタッフと密接に関わりな
がら会を運営している。例会の内容を他地域
の会と比較することによって、制度化された
不登校支援策がどのような影響を与えるの
かを検討することが可能である。 
 東北地域の会と異なり、関東・関西地方の
親の会は行政との直接的な関わりはなく、独
自に活動を積み重ねてきた点に特徴がある。
４つの会はいずれも同一の連絡組織に加入
しており、連絡組織の特性が、個別の会の活
動に及ぼす影響も検討すべき点の一つであ
る。 
 なお、上記の点については、関西地方で活
動する親の会の運営者が全国連絡組織の運
営にも密接に関わっていることを指摘して
おきたい（同組織の事務局も関西にある）。
関東と関西の会を比較することで、連絡組織
との物理的な近接性やそのことによって入
手しうる資源の差がもたらす影響と、連絡組
織の中心的なメンバーが、ローカル・レベル
の例会と広域連絡組織で担う役割の異同を
検討できる。 
 以上述べてきたように、参与観察によって
３地域のフィールドを比較する際の観点は、
①制度化されたフォーマルな不登校支援策
への関与の度合い、②個別の親の会が外部組
織と取り結ぶ社会的ネットワークの性格の
違いの２点である。 
 参与観察と平行して、上記の親の会の中心
メンバーと行政関係者（東北地域の適応指導
教室の関係者）を対象にしたヒアリング調査
を行った。 
 会の中心メンバーに対しては、設立の経緯、
会の目的や主たる活動内容、会の「転機」に
関する認識などを中心に聞き取りを行った。 
 これらの調査で得られたデータをもとに、
親の会では専門家の知識がどのように活用
されているのか、また、参加者が語る経験談
が親の会にとっていかなる意味をもつのか
について分析を行った。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)不登校をめぐる「専門知識の再文脈化領

域」の変化 
 
 本研究では、英国の教育社会学者バジル・
バーンスティンの理論に依拠して、不登校を
めぐる専門知識の再文脈化領域の変化を検
討した。 
 「行動、知識、実践、基準の新しい形、な
いし今より発展した形を、ある者が、適切な
提供者であり評価者であると見なされる他
の者から（ないし物事から）獲得する、持続
的な過程」である「ペダゴジー」（学校教育
より広い文化伝達を通じた象徴調整）の営み



を、バーンスティンは、①知識の生産、②再
文脈化、③伝達／獲得という三領域から構成
される＜教育＞装置として把握する。 
 本研究では、この３領域のうち、知識の再
文脈化（②）過程に着目した。具体的には、
文部（科学）省が登校拒否・不登校問題への
対応策を検討するために組織した二つの調
査研究協力者会議が提出した 1992 年と 2003
年の報告書を比較分析した。この作業を通じ
て、専門家が産出した不登校に関する専門知
識が知識生産の場以外の様々な場──学校
現場や個々の家庭、親の会などの他の領域─
─でどのような文脈に位置づき、いかなる意
味を獲得するのかということを規定する要
因が明らかになった（表１）。 
 

表１ ２つの「報告」の比較 
 
 表に示すように、２つの報告で言及される
主要な専門家・専門機関は、①医療機関、②
カウンセラー等の心理療法を提供する機関、
③福祉関係者、④社会教育関連機関であり、
不登校に関する専門的知識の多くがこれら
の領域で生産されていることを意味する。03
年報告のほうが福祉領域の知識の比重が増
すものの、知識の源泉に大きな違いはない。 
 他方でこれらの知識が意味をもつ文脈（正
確にはその文脈を規制する主導的な原理）に
は変化がみられた。92 年報告が「心の問題と
しての不登校」という構図を前面に出し、あ
くまでも学校復帰を前提とした取り組みを
主張したのに対し、03 年の報告では「進路問
題の不登校」という図式が強調され、場合に
よっては学校に戻る以外の道もありうると
いう議論が展開されている。 
 上記で述べた不登校を捉える枠組みの変
化は、「不登校（児）」カテゴリーの分節化の
あり方と介入の性格の変化とも連動してい
た。03 年報告では不登校カテゴリーの分節化
が一層進展し、虐待が疑われるケースなど、
場合によっては積極的に介入するほうが望
ましい不登校の様態があるとの見解を打ち
出している。なお、不登校の種別をカテゴラ
イズする際に用いられる知識として「軽度発

達障害」に関する精神医学的な専門知識の重
みが増している点も、03 年でより明瞭になっ
た特徴の一つである。 
 これらの変化の背景には、現代日本社会に
おける心理主義化と医療化の流れが結合し、
教育領域に浸透していること、脱学校論的な
不登校言説が強調されていた時期から「不登
校の再制度化」ともいえる変化がみらえる時
期を迎え、不登校経験者向けの進路、すなわ
ち「不登校トラック」が整備されるというマ
クロレベルの変動過程がある。 
 
 
(2)親の会における専門知識の利用と、不登
校をめぐる言説と実践の展開 

 
 親の会調査で明らかになったことは、以下
の３点である。 
 
①親の会では、自らの体験を通じて入手し
たローカルな知識が重視されていた。会
では「経験した者にしか分からない」と、
同じ悩み・苦しみを共有する当事者同士
の結びつきが確認・形成される場面が頻
出した。この種のやりとりは不登校問題
への対処法を共有する機能を有してい
た。個人的な経験談には、子どもが学校
に行かなく／行けなくなる時に生じる
様々な困難への対処法が含まれており、
参加者はそれを参考に今後の指針を模
索していた。 

 
②他方で、親の会では専門家の知識も活用
されていた。専門家の助言が紹介される
ほか、教師や適応指導教室の職員（かれ
らの多くは臨床心理学的な専門知識を
有している）が例会に参加し、専門的知
識が直接披露されることもあった。ただ
し、専門家が発言する際には一個人とし
ての見解であることが強調されており、
これは「当事者中心主義」との抵触を避
けるためだと思われる。会で用いられる
専門知識は、臨床心理学的な知識を中核
としつつ、学校教育に関する実務レベル
の知識、あるいは、軽度発達障害に関す
る精神医学知識が含まれていた。 

 
③知識がいかなる文脈で意味を持つかは、
例会の性格と会に参加した時期によっ
て異なっていた。全員が利用するわけで
はないが、適応指導教室に付置された親
の会では、施設利用のインテークとして
機能するやりとりが時折生じていた。ま
た、会を問わず「ベテラン」の人々と比
較して新参者には、 

 
  １）早急な解決を目指す、 



  ２）不登校経験者を対象にした機関・
進路先を積極的に利用する、 

 
  ３）軽度発達障害をめぐる知識と言説

を用いる、 
 などの傾向がみられた。 

 
 こうした傾向は基本的にわが子の不登校
という予期せぬ事態に動揺していることに
起因すると思われるが、それだけでなく、先
に(1)で触れた再文脈領域の変化がある。 
 すなわち、これらの違いは精神医学の知識
と臨床心理の知識が接合しながら進行する
「心理主義化」の動きと、進路をめぐる問題
へと課題の構図が変化するなかで「不登校ト
ラック」が整備されるというマクロな状況変
化を反映したものと理解可能である。 
 
 
(3)不登校をめぐるアイデンティティ形成様 
 式の新たな展開 
 
 親の会にも一定程度の影響を与えている
不登校をめぐるオフィシャルな再文脈化領
域の変化は、これまでの不登校をめぐる教育
運動が生み出してきた治療的なアイデンテ
ィティ（受容と共感の物語を集合的に語るこ
とで形成される、不登校児とその家族の物
語）と展望的アイデンティティ（学校に行か
ないで生きる人生をオルタナティブとして
提示する物語）のそれぞれに新たな形態を付
け加える可能性がある。 
 第一に、医療化と心理主義化がLDやADHD、
被虐待児などの新しい「逸脱」カテゴリーへ
と不登校児を分節化する動きが進行するこ
とが与える影響が指摘できる。治療的なアイ
デンティティという点では同一であるが、当
事者の経験から得られた内的な資源ではな
く、専門家から与えられた物語を外部の資源
としてアイデンティティを創出する様式が
登場する可能性がある。 
 例えば「『軽度発達障害』に起因する不登
校」というアイデンティティが構成されると、
そこで活用されるセラピー資源は、カウンセ
リングに代表されるソフトな対処だけでは
なく、薬物療法等のハードなものが含まれる
ことになるだろう。 
 第二に、不登校経験者の居場所や学びの場
の保障する取り組みは、これまで民間の諸機
関がリードしてきたが、近年の「不登校トラ
ック」の整備にみるように、官民の連携のな
かで公的な領域でも不登校経験者の進路を
保障する動きが生じている。そこでは「学校
に行かない生き方」を個別にあるいは集団と
して選択する物語とは異なる物語を共有し
た、別様な展望的アイデンティティが形成さ
れる可能性がある。「学校に行かない」とい

う消去法的な（あるいは既存の制度に対抗的
な）アイデンティティではなく、「不登校と
いう／不登校を含む進路」を共に生きる仲間
たちというアイデンティティが生じる可能
性が指摘できる。例えば「通信制サポート校
を選択した不登校経験者」「定時制高校で学
ぶ不登校経験者」などのアイデンティティが
想定できる。 
 これらの新たなアイデンティティ様式は、
その可能性が指摘できるだけで、今回の研究
で明確なエビデンスを得ているわけではな
い。親の会でのやりとりや当事者の語りを検
討し、これらを裏付ける作業が今後の課題と
して残されている。 
 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計１件） 
 ①山田哲也「再定義される「不登校」問題

と複層化する＜教育＞アイデンティテ
ィ―＜教育＞の社会学理論の視角から
―」『教育文化学年報』第４号、pp.15-29、
2009、査読無 

 
〔学会発表〕（計１件） 
 ①山田哲也「再定義される「不登校」問題

─＜教育＞装置の変容と流動化するア
イデンティティ─」（第 58 回日本教育社
会学会大会：大阪教育大学／2006 年９月
22 日） 

 
 
６．研究組織 
 
(1)研究代表者 

 山田 哲也（YAMADA TETSUYA） 

大阪大学・大学院人間科学研究科・准教授 

 研究者番号：10375214 

 


